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第１編第３節関係 高千穂町の防災関係機関一覧表 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

高千穂町防災関係機関一覧表

宮崎市橘通東２－１０－１

電 話 番 号

高千穂地区建設業協会 高千穂町大字三田井８６－２ ０９８２－７２－３１２８

高千穂町社会福祉協議会

高千穂保健所 高千穂町大字三田井１０８６－１

高千穂警察署 高千穂町大字三田井１２００－１

高千穂町大字三田井７５０－７ ０９８２－７２－３６６３

０９８２－３１－１１５５

県庁危機管理局

延岡土木事務所 宮崎県延岡市愛宕町２丁目１５

各課直通

西臼杵支庁 高千穂町大字三田井２２

宮崎県教育庁北部教育事務所

国土交通省延岡河川国道事務所 延岡市大貫1丁目２８８９

関　係　団　体　名 所　在　地

宮崎県庁

西日本電信電話㈱九州宮崎事業部 宮崎市広島1丁目５－３

宮崎交通㈱延岡営業所 延岡市大武町１３２３－８０

高千穂町消防団(防災電話) 高千穂町大字三田井１３

西臼杵郡医師会 高千穂町大字岩戸７２－１

高千穂町商工会 高千穂町大字三田井７７８

高千穂町大字三田井１２２

押方小学校 高千穂町大字押方５６１－１

高千穂地区農業協同組合 高千穂町大字三田井１

西臼杵森林組合 高千穂町大字三田井１０６３－２３

九州電力送配電㈱延岡配電事業所 延岡市東本小路９６番地２

高千穂郵便局 高千穂町大字三田井２７－２

延岡市消防本部総務課 延岡市野地町５丁目２７６１

日之影町役場総務課 日之影町大字岩井川３３９８－１

五ヶ瀬町役場総務課 五ヶ瀬町大字三ヶ所１６７０

宮崎市橘通東２－１０－１

宮崎県延岡市愛宕町2丁目１５

高千穂町大字三田井１３

０９８２－７２－２２３９

０９８２－７７－１００４

０９８２－２１－６１４３

０９８２－７２－２１８１

０９８２－３２－６１１６

０９８５－２６－７０６４

０９８２－７４－８２０４

０９８２－７３－１３００

０９８２－７２－３６３７

０９８２－７３－１２０５

０９８２－７２－３２５１

０９８５－２３－８７０１

０９８２－３２－３３４１

０１２０－９８６－７０１

０９８２－７２－２６１５

０９８２－７２－２１６８

０９８２－７２－０１１０

０９８２－７２－２４１９

０９８２－２２－７１０３

県防災救急航空センター 宮崎市大字赤江（宮崎空港内） ０９８５－５６－０５８６

０９８２－８７－３９００

西臼杵広域行政事務組合消防本部 高千穂町大字三田井１３４６－１ ０９８２－８２－２９００

０９８２－８２－１７００

０９８２－７５－１０３１

０９８２－７２－４１２１

０９８２－７３－２１２０

０９８２－７２－２３５０

上野小中学校 高千穂町大字上野４９５６

高千穂中学校 高千穂町大字三田井９３９－６

田原小学校 高千穂町大字河内３６

岩戸小学校 高千穂町大字岩戸１０８２

高千穂町教育委員会

高千穂小学校
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第１編第３節関係 高千穂町防災会議条例 

 

 高千穂町防災会議条例            （昭和 37 年 12 月 25 日）条 例 第 ３ ０ 号 

改正 平成１２年 ３月２４日条例第１号 

 （目的） 

第１条  この条例は、災害対策基本法（昭和 36 年法律第２２３号以下「法」という。）第 1６条

第１8 項の規定に基づき、高千穂町防災会議（以下「防災会議」という。）の所掌事務及び組織

を定めることを目的とする。 

 （定義） 

第２条 この条例の用語の意義は、災害対策基本法に準ずる。 

 （所掌事務） 

第３条 防災会議は次ぎの各項に掲げる事務をつかさどる。 

⑴ 高千穂町地域防災計画を作成し、及びその実施を推進すること。 

⑵ 高千穂町の地域に係る災害が発生した場合において、当該災害に関する情報を収集すること。 

⑶ 前２号に掲げるもののほか、法律又はこれに基づく政令によりその権限に属する事務。 

 （会長及び委員） 

第４条 防災会議は、会長及び委員をもって組織する。 

２ 会長は町長をもって充てる。 

３ 会長は、会務を総理する。 

４ 会長に事故があるときは、あらかじめその指名する委員がその職務を代理する。 

５ 委員は、次の各号に掲げるものをもって充てる。 

 ⑴ 指定地方行政機関の職員のうちから町長が任命するもの。 

⑵ 宮崎県の知事の部内の職員のうちから町長が任命するもの。 

⑶ 宮崎県警察の警察官のうちから町長が任命するもの。 

⑷ 町長がその部内の職員のうちから指名するもの。 

⑸ 教育長。 

⑹ 消防団長。 

⑺ 指定公共機関又は指定地方公共機関の職員のうちから町長が任命するもの。 

６ 前項第１号、第２号、第３号、第４号及び第７号の委員の定数は、それぞれ１人、１人、１人、

６人 及び２人とする。 

７ 第５項第７号の委員の任期は、２年とする。ただし、補欠委員の任期は、その前任者の残任期

間とする。 

８ 前項の委員は、再任されることができる。 

 （専門委員） 

第５条 防災会議に専門の事項を調査させるため、専門委員を置くことができる。 

２ 専門委員は、関係地方行政機関の職員、宮崎県の職員、町の職員、関係指定公共機関の職員、

関係指定地方公共機関の職員及び学識経験のある者のうちから町長が任命する。 

３ 専門委員は、当該専門の事項に関する調査が終了したときは、解任されるものとする。 

 （議事等） 

第６条 この条例に定めるもののほか、防災会議の議事その他防災会議の運営に関し必要な事項

は、会長が防災会議にはかって定める。 
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第１編第４節［２ 自然的要因］関係資料 

 

 

傾斜度面積                                        （単位：ｋ㎡・％） 

傾  斜  度 高 千 穂 町 西 臼 杵 郡 

   ０度 ～   ３度 

   ３度 ～  ８度 

   ８度 ～ １５度 

  １５度 ～ ２０度 

  ２０度 ～ ３０度 

  ３０度 ～ ４０度 

  ４０度 以上 

       ４（ １.７） 

    －（  －） 

    ２（ ０.８） 

   ２３（ ９.７） 

   ７５（３１.５） 

  １２５（５２.５） 

    ９（ ３.８） 

   １２（ １.８） 

    １（ ０.１） 

    ６（ ０.９） 

   ４０（ ５.８） 

  ２０１（２９.３） 

  ３７８（５５.１） 

   ４９（ ７.１） 

       《 注 》（ ）内は構成比（％）          資料：土地分類図（経済企画庁） 

 

 

 

主要山岳及び峠                                          （単位：ｍ） 

標 高 主  要  山  岳  分  類 

１,８００
 

 

▲祖母山 １７５６.４ ▲障子岳 １７０９ ▲親父山 １６４４.２ 

▲本谷山 １６４２.８ ▲古祖母山 １６３３.１ 

１,６００  ▲国観峠 １４８６ 

１,４００
 

 

▲諸塚山 １３４１.５ ▲筒ヶ岳 １２９２.９ ▲二ツ岳 １２５７ 

▲赤川浦岳 １２３２ ▲尾平越 １２１４ 

      

１,２００ 

 

▲四季見原１２００（すこやかの森キャンプ場） 

▲黒原越  １１１８ ▲乙野山 １１００.９ ▲國見岳 １０８７.９ 

▲道元越 １０２７.８ 

 

１,０００ 

 

 ▲七つ山越 １０００  ▲追越 １００５ ▲湾洞越 １０１０      

▲二上山 １０８２ ▲渡内越 ９９０  ▲玄武山 ９７４.３ 

▲崩野峠 ８５４ 

 

８００ 

 

▲焼山寺山 ７９６.１ ▲鳥帽子岳 ８０８.８ ▲鞍掛山 ７４２ 

▲上野岳 ７５５.８ ▲大平山 ７１０.３  ▲四恩岳 ６７５ 

▲高尾山 ６５０ ▲上野山 ６３０ ▲天香山 ６０５ 

６００
 

 

▲国見ヶ丘 ５１３ ▲烏岳 ５１４.８ ▲岩戸越 ４６０ 

▲河内地区 ４６０ ▲上野地区 ４１０  ▲くしふる峰 ４１２ 

４００
 

 

▲高天原 ３８２ ▲四皇子峰 ３９０ ▲三田井 ３２５ 

▲岩戸地区 ３４０ 

２００ ▲高千穂峡 ２１３ 
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第１編第４節［２ 自然的要因］関係資料 

 

 

主要河川                                         （単位：ｋｍ） 

水 系 名 河 川 名 幹支川の別 延   長 

  五ヶ瀬川 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

大野川（大分県） 

  五ヶ瀬川 

  秋 元 川 

    岩 戸 川 

    土呂久川 

    跡 取 川 

    上 野 川 

    下 野 川 

    河 内 川 

    田 原 川 

    川 走 川 

    布 平 川 

    大 内 川 

    神 代 川 

    小 又 川 

    狩 底 川 

    菅の谷川 

    芋洗谷川 

    指 野 川 

    小河内川 

    大 野 川 

幹  川 

１次支川 

１次支川 

２次支川 

１次支川 

１次支川 

２次支川 

１次支川 

２次支川 

１次支川 

１次支川 

１次支川 

１次支川 

２次支川 

２次支川 

１次支川 

１次支川 

２次支川 

２次支川 

幹  川 

  ８６.３ 

   ５.９ 

  １５.５ 

      ５.５ 

      ６.５ 

      ６.０ 

      ３.０ 

      ６.４ 

      ４.２ 

      ０.６ 

      ０.３ 

      ０.５ 

      ３.０ 

      ２.５ 

      ０.４ 

      ０.４ 

      ０.５ 

      ０.８ 

      ０.７ 

      ５.０ 

 

気象概況 

年 次
 平 均 気 温（℃） 気温の極値（℃） 降 水 量（㎜） 

最高 最低 平均 最高 最低 計 日最大 

昭和６０年 

平成 ５年 

平成１０年 

平成１５年 

平成２０年 

平成２１年 

平成２２年 

平成２３年 

平成２４年 

平成２５年 

平成２６年 

平成２７年 

平成２８年 

平成２９年 

平成３０年 

令和 元 年 

２０.１ 

１９.３ 

２１.２ 

２０.３ 

１９.６ 

２０.６ 

２０.０ 

１９.５ 

１９.１ 

２０.２ 

１９.６ 

２０.１ 

２０.８ 

１９.９ 

２０.２ 

２０.５ 

   ９.８ 

   ９.３ 

 １１.２ 

９.５ 

９.３ 

９.５ 

９.７ 

９.３ 

９.２ 

９.３ 

９.１ 

９.９ 

１０.７ 

９.３ 

９.６ 

１０.２ 

 １４.０ 

 １３.９ 

 １５.７ 

１４.３ 

１３.９ 

１４.４ 

１４.３ 

１３.８ 

１３.６ 

１４.３ 

１３.８ 

１４.４ 

１５.２ 

１４.１ 

１４.４ 

１４.８ 

 ３２.３ 

 ３１.９ 

 ３４.６ 

３５.１ 

３４.２ 

３３.２ 

３４.２ 

３３.５ 

３４.４ 

３６.２ 

３４.４ 

３５.３ 

３６.５ 

３４.８ 

３５.２ 

３３.８ 

 －９.２ 

 －６.２ 

 －９.８ 

－５.９ 

－７.２ 

－６.２ 

－６.５ 

－６.８ 

－９.６ 

－７.３ 

－７.４ 

－４.６ 

－８.４ 

－７.７ 

－７.９ 

－５.１ 

 ２,４２０ 

 ３,８８１ 

 ２,５２１ 

２,５７３ 

２,３２７ 

１,４５８ 

１,８６６ 

２,７３７ 

３,０７７ 

２,０１４ 

２,２９８ 

２,３８２ 

２,４９６ 

２,０６８ 

２,７８０ 

２,０８８ 

 １５２ 

 ２７７ 

 ２３８ 

２０７ 

１４１ 

８０ 

９２ 

２８８ 

２５４ 

３１２ 

１６３ 

１３９ 

１２７ 

２１１ 

２５３ 

１１３ 

                                            資料：気象庁（過去の気象データ）   
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第１編第４節［４ 災害の記録］関係 台風災害の記録 

 

 ⑴ 台風災害の記録 

   年  月  日  原 因       被  害  の  概  要 

平成  ４年 

    ８月 ８日 

 

時間雨量  ３０㎜ 

累加雨量 ２４８㎜ 

 

 

台風 10 号 

 

 

 

 

 

町内全域 

 

 

 

 

 

住宅被害     半  壊   ２棟 

                 一部損壊   ５６棟 

床下浸水                     １棟 

農地被害         田       ７箇所 

                  畑       ２箇所 

文教施設（非住家           ４箇所 

道路被害                  ２８箇所 

被害総額         ４２２,４００千円 

平成  ５年 

    ８月 ９日 

   

時間雨量   ７３㎜ 

累加雨量 ４０８㎜ 

(9 日 22:00～23:00) 

           ７３㎜ 

 

 

 

台風７号 

 

 

 

 

町内全域 

  

 

 

 

住宅被害          全  壊    ６棟 

                  半  壊    １棟 

                  一部損壊  １９棟 

床下浸水                    ８棟 

農地被害          田   ６８９箇所 

                   畑   ３０８箇所 

文教施設（非住家）         ４箇所 

道路等被害     町 道 １７５箇所 

            河 川   ３２箇所 

被害総額    １,４３９,１００千円 

平成  ７年 

    ９月２４日 

 

時間雨量   ５２㎜ 

累加雨量 ３６６㎜ 

 

 

台風 14 号 

 

 

 

 

町内全域 

 

 

住宅被害          一部損壊    ３棟 

農地被害           田   ２７３箇所 

                   畑     １０箇所 

道路等被害    町 道   ２０箇所 

                 橋 梁     １箇所 

                 河 川     ７箇所 

水道被害  断 水          ２９７戸 

被害総額       ７２２,１００千円 

平成 １０年 

  １０月１８日 

 

時間雨量   ４３㎜ 

累加雨量 ２６７㎜ 

 

台風 10 号 

 

 

 

 

町内全域 

 

 

 

住宅被害          一部損壊    １棟 

農地被害           田     ５３箇所 

                   畑      ９箇所道

路等被害    町 道   ２１箇所 

              河 川     ２箇所 

被害総額       １３０,５５０千円 

平成 １１年 

   ７月２８日 

 

 

台風５号
 

 

 

 

町内全域
 

 

 

農地被害           田       ７箇所 

道路等被害    農 道    ４箇所 

             河 川     ８箇所 

被害総額         ３２,０００千円 

平成 １１年 

   ８月 ３日 

時間雨量   ３３㎜ 

累加雨量 ６２５㎜ 

 

台風７号 

 

 

岩戸地区 

 

死  者                      １名 

農地被害           田       ６箇所 

道路等被害    農 道     ７箇所 

             水 路    ２箇所 

被害総額        ２３,０００千円 
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第１編第４節［４ 災害の記録］関係 台風災害の記録 

 

 

平成 １６年 

   ８月２９日 

 

 

 

 

 

 

台風 16 号 

 

町内全域 

 

 

 

 

 

住宅被害          半壊        １棟 

                  一部損壊    ８棟 

農地被害          田  ２４２箇所 

                  畑     ６８箇所 

道路等被害    町 道   ５８箇所 

                 農 道   ５０箇所 

                 河 川   ２２箇所 

被害総額   １，０９０，０００千円 

平成 １６年 

  ９月 ７日 

 

 

 

 

 

台風 18 号 

 

 

 

 

町内全域 

 

 

 

 

住宅被害          一部損壊  １８棟 

農地被害           田     ８５箇所 

                   畑     ４０箇所 

道路等被害    町 道   １６箇所 

                 農 道   ４３箇所 

                 河 川    ７箇所 

被害総額    １，３１０，０００千円 

平成 １７年 

       ９月 ７日 

 

時間雨量   ４１㎜ 

累加雨量 ５９４㎜ 

（岩戸五ヶ村） 

 

 

 

 

 

台風 14 号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

死  者                     ５名 

負 傷 者                      ２名 

住宅被害           全 壊     ３棟 

                  一部損壊  １２棟 

                  床上浸水    ５棟 

                  床下浸水    ２棟 

農地被害           田  ６２０箇所 

                   畑   １３３箇所 

道路等被害    町 道   ９６箇所 

         農 道  ５８箇所 

河 川   ５４箇所 

被害総額   ３，５２３，３００千円 
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第１編第４節［４ 災害の記録］ 大雨・洪水災害の記録 

 

 

⑵ 大雨・洪水災害の記録 

 発  生  年  月 

日 

  原      因         被   害   概   要 

昭和 

５６年５月３日 

 

 

 

 

 

集中豪雨による被害 

 

 

 

 

 

住宅被害           全  壊     １棟 

                   半  壊     １棟 

                   一部損壊     １棟 

人的被害            死  者     １名 

                    軽  傷     １名 

農地被害              田    ３４箇所 

                      畑      ５箇所 

道路被害           農 道  １３箇所 

                    町 道  ７３箇所 

                    河 川    ３箇所 

被害総額        １８２,０００千円 

平成 

２年７月２日 

 

 

 

 

 

集中豪雨による被害 

 

 

 

 

 

住宅被害           半  壊     １棟 

農地被害             田     ８４箇所 

                     畑     １０箇所 

道路被害       町 道  ５１箇所 

                    林 道  ２６箇所 

            農 道  １６箇所 

崖 崩 れ                      ２箇所 

水路崩壊                    １６箇所 

被害総額           ５７７,２００千円 
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第１編第４節［４ 災害の記録］ 火災 

 

 

⑶ 火 災 

      火災の記録について（高千穂町史より） 

天正１９年（1591 年）４月２７日、三田井城、高橋元種に内心せる三田井氏家老、

甲斐宗摂の兵を合わせて、三田井氏を攻む宗摂、三田井氏の本城に忍び入り、三田井

親武の寝所に入り、槍をもって之を刺し火を城に放つ。 

   明治２０年（1987 年）４月５日、西臼杵郡長小野次郎方より出火し、三田井町約

３０戸残らず焼失し、飛び火にて下川登長崎の農家を１戸を焼く。（高千穂町史より） 

明治３４年（1901 年） ６月 ７日 三田井栗毛大火あり。 

明治４２年（1909 年） ６月２８日 三田井大火、約４０戸焼失、損害約１０万円 

明治４２年（1909 年）  ９月１５日 河内大火５９棟焼失、損害約８万円 

大正 ３年（1914 年）１２月  １日  向山黒仁田約３０戸の内２６戸焼失 

大正１５年（1626 年） ３月２８日 民家２５戸及び黒仁田神社焼失す。 

昭和１５年（1940 年） ２月 ４日 岩戸笹の都５４戸焼失 

昭和１５年（1940 年） ３月３０日 高千穂町三田井 町１４３戸焼失 

昭和２３年（1948 年）１１月１５日 高千穂町三田井 町埋立で２１棟焼失 

死者１名 負傷者３名を出し、損害２千万円 

昭和２６年（1951 年） ５月２８日 高千穂地区警察署全焼、住家２棟焼失  

                   負傷者２名を出す。 

昭和２６年（1951 年）１２月１７日 岩戸村 １５棟全焼 損害３６０万円 

昭和３１年（1956 年） ２月 ９日 向山北小学校全焼 損害１千万円 

 

発 生 年 月 日 発生場所 被  害  概  要 

昭和 

５７年１２月１９日 

 

 

 

 

 岩戸 野方野 

 

建  物（住家・畜舎等３棟）   ３棟 

家  畜（牛）            焼死 １頭 

焼損面積                   ９６０㎡ 

損 害 額           １０,０００千円 

原  因  燃えさし 

昭和 

６３年 ３月２５日 

 

 

 

三田井 町区 

 

建  物（住宅及び店舗等）     ６棟 

焼損面積                  ８３㎡ 

損 害 額            ２５,５３８千円 

原  因   不 明 

平成 

１４年 ８月 ６日 

 

 ※自衛隊派遣要請有り 

 

 岩戸 焼山寺山   

林野火災（伐採後の山腹） 

焼損面積            １５，０００㎡ 

損 害 額                ０千円 

原  因  索道のワイヤー摩擦熱 
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第 2 編第 2 章第 6 節関係 高千穂町災害対策本部条例 

 

 

   高千穂町災害対策本部条例 

                    昭和 37 年 12 月 25 日 

条 例 ３ １ 号 

 

 （目的） 

第１条  この条例は、災害対策基本法（昭和 36 年法律第２２３号）第２３条第６項の規定に基づき、

高千穂町災害対策本部（以下「本部」という。）に関し、必要な事項を定めることを目的とする。 

 

 （組織） 

第２条 災害対策本部長は、災害対策本部の事務を総括し、所部の職員を指揮監督する。 

２ 高千穂町災害対策副本部長は、災害対策本部長を助け、災害対策本部長に事故があるときは、そ

の職 務を代理する。 

３ 高千穂町対策本部員は、災害対策本部長の命を受け、災害対策本部の事務に従事する。 

 

 （部） 

第３条 災害対策本部長は、必要を認めるときは、災害対策本部に部を置くことができる。 

２ 部に属すべき災害対策本部員は、災害対策本部長が指名する。 

３ 部に部長を置き、災害対策本部長の指名する災害対策本部員がこれに当たる。 

４ 部長は事務を掌理する。 

 

 （補則） 

第４条 この条例に定めるもののほか、災害対策本部に関し必要な事項は、災害対策本部長が別に定

める。 

 

 附則 

この条例は、昭和３８年１月１日から施行する。 
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第 2 編第 2 章第 13 節関係 高千穂町防災行政無線局の設置に関する条例 

 

 

 

高千穂町防災行政無線局の設置に関する条例 
平成３年３月２９日 

                                                                    条例第２号 
 （目的） 
第１条 この条例は、非常緊急事態における通報及び広報活動の能率化を図るために設置した高

千穂町防災行政無線局（以下「無線」という。）の業務運営に関し、必要な事項を定めること

を目的とする。 
 （設置） 
第２条 高千穂町防災行政事務に関する広報活動を円滑にし、住民の福祉の増進に資するため、

次のとおり無線を設置する。 
⑴ 名称 ぼうさいたかちほちょう 
⑵ 送信設備の設置場所 宮崎県西臼杵郡高千穂町 高千穂町役場内 
⑶ 受信設備の設置場所 高千穂町内で町長が必要と認めた場所 

 （業務） 
第３条 無線による通信の業務は、次のとおりとする。 

⑴ 地域の情報伝達 
⑵ 町の広報に関する通信 
⑶ 町の行政上の指導、連絡、啓蒙等に関する通信 
⑷ 非常事態の通報及び予告通信 
⑸ その他町長が必要と認める事項の通信 

２ 前項各号の通信については、厳正及び公平で、かつ、迅速でなければならない。 
 （業務の区域） 
第４条 業務の区域は、町内全域を対象とし、受信機の設置された区域とする。 
 （運営協議会） 
第５条 無線局の運営及び通信業務の普遍性を諮るため、運営協議会を設け諮問することができ

る。 
 （聴取料） 
第６条 無線機を設置した者の加入金、聴取料等の徴収はしないものとし、修理費用等の徴収に

ついては、別に規程で定めるところによる。 
 （委任） 
第７条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 
   附 則 
 （施行期日） 
第１条 この条例は、平成３年４月１日から施行する。 
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第 2 編第 2 章第 13 節関係 高千穂町防災行政無線及び光ケーブルネットワーク運営協議会規則 

 

 

 

高千穂町防災行政無線及び光ケーブルネットワーク運営協議会規則 
 

                                  平成３年３月２９日  
                                                                規 則 第 ６ 号  

 (設置) 
第１条 高千穂町防災行政無線局及び光ケーブルネットワークの施設、通信内容の普遍性及び公

益性を維持するため、高千穂町防災行政無線及び光ケーブルネットワーク運営協議会(以下「協

議会」という。)を置く。 
 (諮問) 
第２条 協議会は、通信施設の改善、通信内容及び通信時間帯並びに光ケーブルネットワークの

利用料、負担金及び設置基準等、事業の運営につき町民の世論を代表して必要な進言を行い、

あるいは町長の諮問に応えるものとする。 
 (委員) 
第３条 協議会は、町長の委嘱する若干名の委員をもって構成する。 
 (任期) 
第４条 委員の任期は、2 年とする。ただし、任期の中途から就任した者の任期は、前任者の残

存期間とする。 
 (会長) 
第５条 協議会に会長 1 名、副会長 1 名を置く。 
２ 会長は、会務を総理する。 
３ 会長、副会長は、委員の互選によって定める。 
４ 会長に事故、又はその他の理由により欠けたときは、副会長がその職務を代理する。 
 (会議) 
第６条 協議会の会議は、会長が招集する。 
２ 会議の議長は、会長をもって充てる。 
３ 会議は、委員の半数以上の出席を必要とする。 
４ 会議の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは会長の決するところとする。 
 (庶務) 
第７条 協議会の庶務は、企画観光課に置き、必要に応じ総務課消防係と連絡調整を行う。 
 (委任) 
第８条 この条例の定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、会長が別に定める。 
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第 2 編第 2 章第 13 節関係 高千穂町防災行政無線局管理運用規則 

 
 
 

高千穂町防災行政無線局管理運用規則 
 
 （趣旨） 
第１条 この規則は、地域防災計画に基づく災害対策に係る行政事務に関し、円滑な通信の確保

を図るため設置する防災行政無線局（以下「無線局」という。）の管理について、電波法（昭

和２５年法律第１３１号）及び関係法規に定めるもののほか必要な事項を定めるものとする。 
 （定義） 
第２条 この規則において、次の各号に掲げる用語の意義は当該各号に定めるところによる。 

⑴ 無線局 電波法第２条第５号に規定する無線局をいう。 
⑵ 同報親局 特定の２以上の受信設備に対し、同時に同一内容の通報を送信する無線局をい

う。 
⑶ 同報子局 同報親局の通信の相手方となる受信設備をいう。 
⑷ 基地局 陸上移動局と通信を行うため陸上に開設する移動しない無線局をいう。 
⑸ 陸上移動局 陸上を移動中又はその特定しない地点に停止中運用する無線局をいう。 
⑹ 無線系 前各号の無線局及びその附帯設備を含めた通信システムをいう。 
⑺ 無線従事者 無線設備の操作を行う者であって、郵政大臣の免許を受け、かつ、当該無線

設備を操作する資格を有する者をいう。 
 （無線局の回線構成） 
第３条 無線局の回線構成及び配置等は、別表第１から別表第４までのとおりとする。 
 （無線系の総括管理者） 
第４条 無線系に次の管理者を置く。 

⑴ 総括管理者を置く。 
⑵ 総括管理者は、無線系の管理、運用の業務を総括し、管理責任者を指揮監督する。 
⑶ 総括管理者は、町長とする。  

 （管理責任者） 
第５条 無線系に管理責任者を置く。 
２ 管理責任者は、総括管理者の命を受け、その無線系の管理、運用の業務を行うとともに通信

取扱責任者を指揮監督する。 
３ 管理責任者は、総務課長の職にあるものを充てる。 
 （通信取扱責任者） 
第６条 無線系に通信取扱責任者を置く。 
２ 通信取扱責任者は、管理責任者の命を受け無線局を管理、運用し、無線局に係る業務を所掌

する。 
３ 通信取扱責任者は、管理責任者がその職員の中から無線従事者の資格を有するものを指名し、

これに充てる。 
 （無線従事者の配置、養成等） 
第７条 総括管理者は、無線系に属する無線局の運用体制に見合った員数だけ無線従事者を配置

するものとする。 
２ 総括管理者は、無線従事の適正な配置を確保するため、常に無線従事者の養成に留意するも

のとする。 
３ 総括管理者は、無線従事者の現状を把握するため、毎年１２月末日をもって無線従事者名簿

（様式第１号）を作成するものとする。 
 （無線従事者の任務） 
第８条 無線従事者は、無線系に属する無線局の無線設備の操作を行うとともに無線局業務日誌

（様式第２号及び様式第３号）に記載を行う。 
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２ 基地局に配置された無線従事者は、その通信の相手方である陸上移動局の通信取扱者の行う

無線設備の操作を指揮監督する。 
 （通信取扱者） 
第９条 通信取扱者は、無線従事者の管理のもとに電波法等関係法令を遵守し。法令に基づいた

無線局の運用を行う。 
２ 通信取扱者は、無線局の運用にたずさわる一般職員とする。 
 （備え付け書類等の管理） 
第１０条 管理責任者は、電波法等関係法令に基づく業務書類を管理保管する。 
２ 管理責任者は、電波法令集を常に現行のものに維持しておくものとする。 
３ 無線業務日誌は、毎日管理責任者及び通信取扱責任者の査閲を受けるものとする。 
４ 管理責任者は、無線局業務日誌抄録（様式第４号）を毎年１２月までに作成し、総括管理者

に提出するものとする。 
５ 管理責任者は、無線従事者選（解）任届（様式第５号）及び無線業務日誌抄録の写しを整理

保管しておくものとする。 
 （提出書類） 
第１１条 総括管理者は、無線従事者を選任又は解任した時は遅滞なく地方電気通信管理局長に

届出をするものとする。また、無線業務日誌抄録は、毎年１月から１２月までの期間毎に、期

間中における当該事項を記載して速やかに地方電気通信管理局長に提出するものとする。 
 （無線局の運用） 
第１２条 無線局の運用方法については、別に定める運用細則によるものとする。 
 （無線設備の保守点検） 
第１３条 無線設備の正常な機能維持を確保するため、次のとおり保守点検を行う。 

⑴ 毎日点検 
⑵ 月点検 
⑶ 年点検（年２回以上） 
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第 2 編第 2 章第 14 節関係 高千穂町内の要配慮者利用施設 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

高千穂町内の要配慮者利用施設

【医療機関】

施設名 住　　所 電話番号

1 高千穂町国民健康保険病院  三田井435-1 73-1701

2 国見ケ丘病院  押方1130 72-3151

3 佐藤医院  岩戸72-1 73-2010

4 古賀医院  三田井6170-1 72-6178

5 高千穂産婦人科診療所  三田井1099-14 82-2722

6 岩田歯科医院  三田井107 72-2066

7 上野アイリス歯科  上野264 77-1223

8 黒木明三歯科医院  三田井1119-1 72-2217

9 田上医院歯科  三田井759-1 72-7220

10 田原歯科診療所  田原115-3 75-1746

11 原田歯科医院  三田井1145 72-2316

【障がい者・高齢者施設】

施設名 住　　所 電話番号

1 一歩会  下野1433 77-1477

2 高千穂焼作業所  岩戸1498-1　 76-1866

3 にじいろ  三田井1171-7 83-0707

4 ふれあい作業所あまてらす  岩戸972-1 74-8070

5 グループホームつよし荘  三田井1100-2　 74-8070

6 介護老人保健施設神楽苑  押方１１３０ 72-3210

7 特別養護老人ホーム雲居都荘  上野１７ 77-1034

8 高千穂町地域包括支援センター  三田井４３５－１ 72-6900

9 グループホーム鶺鴒  押方１３０３－４ 72-2384

10 グループホーム高千穂  三田井３２５８－２ 73-1878

11 有料老人ホーム皇寿  三田井３３８０－１ 72-4611

12 有料老人ホーム鶺鴒  押方９４１－１ 72-9595

13 社会福祉法人高千穂町社会福祉協議会  三田井７５０－７ 72-3717

14 デイサービスふきのとう  上野３３８３－４ 73-4611

15 デイサービス　皇寿の里  三田井５１５２－１ 73-2601

16 デイサービスセンターふじ  三田井6593番地２ 72-2800

17 デイサービスあくた高千穂店  三田井6314番地5 72-9800

18 ㈱サン・ルーム　デイサービス雲海  三田井6186-5 72-2155

【教育機関】

施設名 住　　所 電話番号

1 高千穂小学校  三田井122 72-3251

2 押方小学校  押方561-1 72-2239

3 岩戸小学校  岩戸1076-1 74-8204

4 田原小学校  河内36 75-1031

5 上野小学校  上野4956 77-1102

6 高千穂中学校  三田井939-6 72-4121

7 田原中学校　※令和3年3月閉校  田原1576 75-1014

8 上野中学校  上野4956 77-1004

9 高千穂高校（延岡しろやま支援学校高千穂校）  三田井1234 72-3111

【保育園・幼稚園・その他】

施設名 住　　所 電話番号

1 天岩戸保育園  岩戸4518-2 74-8002

2 中央保育園  三田井1099-13 72-2428

3 押方保育園  押方366-2 72-3632

4 光寿保育園  下野699-4 77-1202

5 旭ヶ丘保育園  上野188-7 77-1876

6 第一高千穂幼稚園  三田井69-1 72-2231

7 木の花幼保園  三田井1154 72-2487

8 高千穂町子育て支援センター  三田井1447-1 72-4511
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第 2 編第 3 章第 9 節「２ 避難所の開設・運営」関係 指定避難所の設備等 

 

 

高 千 穂 町 指 定 避 難 所 一 覧 

番号
 施 設 名 称 

所  在  地 
電話番号

 収容人数 

（人） 

給湯施設の

有無 

ｼｬﾜｰ等

の有無 

和室の

有無 
管理者

 
備 考

 

１
 自然休養村管理ｾﾝﾀｰ 

三田井１３３９－１ 
72-2777

 
１２０

 
有

 
無

 
有

 
町長

 
 

２
 高千穂町武道館 

三田井１３３９－１ 
72-4723

 
２５０

 
有

 
有

 
無

 
町長

 
 

３
 高千穂小学校体育館 

三田井１２２ 
72-3251

 
１２０

 
無

 
無

 
無

 
校長

 
 

４
 押方体育館 

押方１２９１－１ 
72-3867

 
１５０

 
無

 
無

 
無

 
町長

 
 

５
 押方小学校体育館 

押方５６１－１ 
72-2239

 
１５０

 
無

 
無

 
無

 
校長

 
急傾斜地

 

６
 下押方公民館 

押方５６０２ 
72-6820

 
３０

 
有

 
無

 
有

 
館長

 
 

７
 五ヶ村西公民館 

押方８４２ 
72-2768

 
３０

 
有

 
無

 
有

 
館長

  

 

８
 山附活性化センター 

押方１８２２－１ 
－

 
３０

 
有

 
無

 
有

 
館長

 
急傾斜地

 

９
 三原尾野公民館 

押方２８１９－２ 
－

 
２５

 
有

 
無

 
有

 
館長

 
 

１０
 旧向山北小学校 

向山１２３２－１ 
72-2361

 
１２０

 
無

 
無

 
無

 
町長

 
急傾斜地

 

１１
 旧向山南校体育館 

向山４８１５－１ 
72-2517

 
１２０

 
無

 
無

 
無

 
町長

 
 

１２
 椎屋谷公民館 

向山４５７ 
72-4250

 
２５

 
有

 
無

 
有

 
館長

 
 

１３
 岩戸小学校体育館 

岩戸１０７６－１ 
74-8204

 
１２０

 
無

 
無

 
無

 
校長

 
急傾斜地

 

１４
 岩戸体育館 

岩戸４５１８－２ 
74-8004

 
１２０

 
無

 
無

 
無

 
町長

 
急傾斜地

 

１５
 旧上岩戸小学校体育館 

上岩戸５３２ 
74-8014

 
１２０

 
無

 
無

 
無

 
町長

 
急傾斜地

 

１６
 上野公民館（出張所） 

上野４９６１ 
77-1001

 
３５

 
有

 
無

 
有

 
町長

 
 

１７
 上野体育館 

上野４９６１ 
－

 
１２０

 
無

 
無

 
無

 
町長

 
 

１８
 黒口公民館 

上野２５３５ 
77-1817

 
２５

 
有

 
無

 
有

 
館長

 
 

１９
 下野西公民館 

下野５１６３ 
77-1815

 
２５

 
有

 
無

 
有

 
館長
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第 2 編第 3 章第 9 節「２ 避難所の開設・運営」関係 指定避難所の設備等 

 

 

番号
 施  設  名  称 

所   在   地 

電話番号
 

 

収容人数 

（人） 

給湯施設

の有無 

ｼｬﾜｰ等

の有無 

和室の

有無 

管理者
 

 

備 考
 

 

２０
 田原出張所 

河内４５ 
75 - 1111

 
３５

 
有

 
無

 
無

 
町長

 
 

２１
 上田原公民館 

田原５５４－５ 
75 - 1211

 
４９

 
有

 
無

 
有

 
館長

 
 

２２
 下田原公民館 

田原２０７９ 
75 - 1814

 
５０

 
有

 
無

 
有

 
館長

 
 

２３
 高岩公民館 

田原２９８９ 
75 - 1840

 
１７

 
有

 
無

 
有

 
館長

 
 

２４
 下河内公民館 

河内２６２６ 
75 - 1846

 
４２

 
有

 
無

 
有

 
館長

 
 

２５
 奥鶴公民館 

河内６７０－１０ 
－

 
１７

 
有

 
無

 
有

 
館長

 
 

２６
 旧五ヶ所小学校体育館 

五ヶ所６９７－２ 
75 - 1344

 
１２０

 
無

 
無

 
無

 
町長

 
急傾斜地

 

２７
 田原小学校体育館 

河内３６ 
75 - 1031

 
１２０

 
無

 
無

 
無

 
校長

 土石流 

急傾斜地 

２８
 旧田原中学校 

河内１５７６ 
75 - 1014

 
１２０

 
無

 
無

 
無

 
校長

 
急傾斜地

 

２９ 
高千穂高校体育館 

三田井１２３４ 
72 – 3111 ２００ 有   無 無 校長  

 

※ 上記指定避難所の中には、急傾斜地・土石流危険区域内のものがあるが、避難所までの距離、経 

路等を鑑み、指定したものである。避難に際し、時間的余裕のある場合は、より安全性の高い避難 

所から解放する。 

※ 収容人数については、数日間の避難生活が可能な人数を記載。 

※ この他避難所に関する事項は「避難勧告等の判断・伝達マニュアル」に定める。 
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第 2 編第 3 章第 9 節「６ 応急住宅の確保」関係 町内の建設・建築業者一覧 

 

 

本町内の建設・建築業者一覧（本町に土木・建築の指名願いが提出されているもののみ） 

名 称 所  在  地 電話番号 業 種 

(有)内田工務店 大字三田井  １６４７番地 ７２－６５４１ 土木・建築 

木田建設(株)     〃      １７９番地２ ７２－４１７１ 土木・建築 

栗原建設(有)     〃    ４７９６番地 ７４－８４４４ 土 木 

(有)光栄建設     〃    ５１３９番地３ ７６－１２４７ 土 木 

高千穂土木(株)     〃    ６２９３番地２ ７２－２３６５ 土 木 

中央建設(株)     〃    ６０８５番地１１ ７２－３４７２ 土 木 

(有)富高産業    〃    ５１０４番地１ ７４－８１５１ 土 木 

永田建設(有)     〃      ７２８番地 ７２－２０３３ 土木・建築 

(株)奈須建設     〃      ７２８番地６ ７２－２０３８ 土 木 

(株)西臼杵衛生公社     〃    ５９２１番地１ ７２－２５４６ 土 木 

(株)ひむか造園土木     〃    ６６２９番地２   ７２－３８２８ 土 木 

日吉建機リース(有)     〃      １７９番地２ ７２－７１３１ 土 木 

ヒラヌマ建材(株)     〃       ８５番地 ７２－３１０５ 建 築 

(有)丸九電設     〃    １０５１番地１ ７２－２２５８ 土 木 

(有)丸水工業     〃    ３２５３番地７ ７２－５７１３ 土 木 

飯干工業(株) 大字押方   ５７７番地２９ ７２－４３０２ 土 木 

押方電設(株)    〃   １２１５番地  ７２－２４０９ 土 木 

甲斐土木造園(株)    〃   ４１２３番地１ ７３－１１０５ 土 木 

(有)九州植木    〃    ５７７番地３１ ７２－２７６９ 土 木 

(株)興梠建設    〃       ９５０番地２ ７２－２３２１ 土木・建築 

興梠建設(資)   〃     ５７７番地 ７２－４７３３ 土 木 

冨高工業(株)    〃     １７１３番地 ７２－４５５０ 土 木 

(株)佐藤興業 大字向山    ６８３番地 ７２－４５４５ 土 木 

(株)工藤工務店 大字岩戸  １４２番地２ ７４－８３１７ 土木・建築 

(株)佐藤工務店   〃    ６３４２番地１ ７６－１１２４ 土木・建築 

(株)竹尾組    〃       ６９２番地イ ７４－８２３４ 土 木 

同盟建設(株)    〃    ６３４３番地１ ７４－８１３１ 土 木 

(有)中西工務店   〃    ８８２番地９ ７４－８６９１ 土木・建築 

日新興業(株)    〃     １３番地１ ７４－８１２４ 土 木 

(株)工藤興業 大字上野  １１２６番地 ７７－１１４４ 土木・建築 

(株)橋本建装    〃       ６５０番地１ ７７－１０４１ 建 築 

松川工務店    〃     ２５８番地７ ７７－１６１５ 建 築 

大寺建設(株) 大字田原  １６０４番地１ ７５－１０１９ 土 木 
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第 2 編第 3 章第 17 節関係 ボランティアの受入れ窓口と体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

団　　体　　名 活　　動　　内　　容

 ア　救援物資の配給

 イ　災害情報の収集、報告

 ウ　遺体捜索及び救助の協力

 エ　その他災害応急措置

高千穂町公民館女性連絡協議会    　炊き出し応援

高千穂町公民館連絡協議会

公民館組織の種別及び活動内容

ボランティアの受入れ窓口と体系

各都道府県からの支援

被災地外市町村の社会福祉協議会
・ボランティアの登録

・活動内容ごとにとりまとめ
県ボランティア

対策本部

ボランティア支援本部（県社協）
◇他都道府県からの支援要請・受入れ

◇報道機関への対応、広報

◇パソコン・ファツクスでの情報提供

ボランティア救援対策本部（県社協など）

◇ボランティアの登録

◇ボランティア活動保険の手続き

◇現地本部で必要な資機材の調達・供給

ボランティア対策班（災害対策本部）・総合調整

ボランティア現地本部（町社協・県・日赤県支部)

◇被災者ニーズの把握と活動プログラム策定

◇活動支援に必要な資機材の確保と供給

◇被災者・ボランティアへの情報提供

◇ボランティア活動保険の加入促進・手続き

◇ボランティア連絡会議の開催

日本赤十字防災ボランティア
(県支部技術・技能を要する専門活動)

活動拠点 活動拠点ボランティアセンター
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指定別 指 定 区 分 文　化　財　名 備　　　　　　　　考

国指定 重要有形文化財 鉄造狛犬一対 高千穂神社所有    　昭和46. 6.22  指定

〃 〃 高千穂神社本殿 高千穂神社        　平成16. 7. 6　指定

〃 有形文化財 高千穂神社神像四躰 高千穂神社所有   　 令和 2. 9.30　指定

〃 名勝天然記念物 五箇瀬川峡谷 高千穂峡一帯     　 昭和 9.11.10  指定

〃 天然記念物 下野のイチョウ 下野　八幡大神社　　昭和26. 6. 9  指定

〃 〃 下野のケヤキ 下野　八幡大神社　　昭和26. 6. 9  指定

〃 〃 田原のイチョウ 河内　鳴滝神社参道脇　昭和26. 6. 9  指定

〃 〃 拓の滝鍾乳洞 向山黒仁田       　 昭和 8. 2.28  指定

国登録 有形文化財 旧田原村役場 河内 NPO法人所有　　平成26.12.19　登録

県指定 有形文化財 地蔵菩薩坐像 上野竜泉寺  　      平成 9.10.23  指定

〃 〃 千手観世音菩薩及び脇侍像 上野竜泉寺　        平成 9.10.23  指定

〃 〃 鉄造狛犬一対
コミュニティセンター(向山神社寄託)
　　　　　　　　　 平成21. 3.17  指定

〃 〃 鰐口(天授６年銘) 三田井荒立神社      平成30. 9.10　指定

〃 史　　跡
吉野朝勤王家
柴原又三郎の墓

芝原神社境内    　　昭和 8.12. 5　指定

〃 〃 高千穂町古墳 三田井・押方・向山　昭和10.12. 5　指定

〃 〃 岩戸村古墳 岩戸・上岩戸   　　 昭和10. 7. 2  指定

〃 〃 田原村古墳 田原・河内・五ヶ所　昭和17. 7. 2　指定

〃 〃 上野村古墳 上野・下野　  　　  昭和 8. 6.23　指定

〃 〃 陣内遺跡 三田井陣内地区      昭和51. 3.26  指定

〃 天然記念物 福寿草自生地 向山秋元地区        昭和 8.12. 5　指定

〃 〃 クマガイソウ自生地 押方                平成29. 2.27　指定

〃 〃 芝原轟口のアスナロ 押方                平成29. 2.27　指定

町指定 有形文化財 槵觸神社本殿 槵觸神社      　　　平成 2. 3.14　指定

〃 〃 中畑神社本殿 押方中畑神社        平成 2. 3.14　指定

〃 〃 二上神社本殿 押方二上神社        平成 2. 3.14　指定

〃 〃 黒口神社本殿 上野黒口神社        平成 2. 3.14　指定

〃 〃 押方地蔵堂須弥壇 押方地福寺          平成 2. 3.14　指定

〃 〃 久兵衛橋 上野                平成 2. 3.14　指定

〃 〃 義雲寺宝筐印塔 向山　椎屋谷        平成 2. 3.14　指定

〃 〃 梅木山長福寺石塔群 三田井              平成 2. 3.14　指定

〃 〃 黒仁田六地蔵 向山　黒仁田        平成 2. 3.14　指定

〃 〃 天岩戸神社石灯籠 岩戸　天岩戸神社    平成 2. 3.14　指定

〃 〃 天岩戸神社出土品 岩戸　天岩戸神社    昭和44. 3.19　指定

〃 〃 鰐口（応永19年銘） 岩戸　個人所有 　　 昭和44. 3.19　指定

高千穂町内の文化財状況（無形文化財を除く）
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指定別 指 定 区 分 文　化　財　名 備　　　　　　　　考

町指定 有形文化財 押方地蔵堂鰐口 押方　個人所有      平成 2. 3.14　指定

〃 〃 神面９面 三田井　高千穂神社所有  昭和44. 3.19　指定

〃 〃 神面｢尾迫荒神面｣ 岩戸　個人所有　　　昭和44. 3.19　指定

〃 〃 神面｢文化３年巨寛作｣ 上岩戸　個人所有　　昭和44. 3.19　指定

〃 〃 仏像１体 三田井　梅木山長福寺　昭和44. 3.19　指定

〃 〃 神像１体 岩戸　歳神社    　　昭和44. 3.19　指定

〃 〃 一本木横穴墓出土品 ｺﾐｭﾆﾃｨｾﾝﾀｰ　　      昭和44. 3.19　指定

〃 〃 丸山古墳石棺墓出土品 ｺﾐｭﾆﾃｨｾﾝﾀｰ　　      昭和44. 3.19　指定

〃 〃 観音像 河内　個人所有　　　昭和44. 3.19　指定

〃 〃 三　宝 三田井　高千穂神社    昭和44. 3.19　指定

〃 〃 大般若経 三田井　徳玄寺      昭和44. 3.19　指定

〃 〃 高千穂神社文書 高千穂神社          昭和44. 3.19　指定

〃 〃 岩戸文書 ｺﾐｭﾆﾃｨｾﾝﾀｰ所蔵      昭和44. 3.19　指定

〃 〃 佐藤文書 ｺﾐｭﾆﾃｨｾﾝﾀｰ寄託      昭和44. 3.19　指定

〃 〃 矢津田文書 ｺﾐｭﾆﾃｨｾﾝﾀｰ寄託      昭和44. 3.19　指定

〃 〃 押方文書 押方　個人所有      平成 2. 3.14　指定

〃 〃 阿波人形の首夕塩座 ｺﾐｭﾆﾃｨｾﾝﾀｰ寄託      平成 2. 3.14　指定

〃 〃 阿波人形の首永の内座 ｺﾐｭﾆﾃｨｾﾝﾀｰ寄託      平成 2. 3.14　指定

〃 〃 新陰流刀法絵巻物 ｺﾐｭﾆﾃｨｾﾝﾀｰ寄託      平成 2. 3.14　指定

〃 〃 馬原文書 ｺﾐｭﾆﾃｨｾﾝﾀｰ寄託      平成 2. 3.14　指定

〃 〃 田部文書 上野　個人所有      平成 2. 3.14　指定

〃 〃 八幡大神社文書 下野八幡大神社　    平成 2. 3.14　指定

〃 〃 正念寺文庫 上野正念寺　　　    平成 2. 3.14　指定

〃 史　　跡 高千穂太郎の墓 向山　　　　　　　　昭和44. 3.19　指定

〃 〃 押方南平横穴墓 押方　　　　　　　　平成 2. 3.14　指定

〃 〃 春姫登横穴墓 上岩戸　　　　　    平成 2. 3.14　指定

〃 〃 十社大明神市ノ正森 高千穂神社前　　　　平成 4. 9.22　指定

〃 〃 西南の役官軍墓地 三田井城ノ平        平成19. 6.22　指定

〃 天然記念物 秩父杉 高千穂神社          昭和44. 3.19　指定

〃 〃 古代イチョウ 天岩戸神社          昭和44. 3.19　指定

〃 〃 田原熊野神社のケヤキ 田原熊野神社神社    平成28. 8. 1　指定

〃 〃 キレンゲショウマ自生地 押方　　　          平成29. 9.29　指定
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災害弔慰金の支給等に関する条例  

昭和 49 年 3 月 25 日  

条 例 第 １ ２ 号  

 
   第１章 総則 
 （目的） 
第１条 この条例は、災害弔慰金の支給等に関する法律（昭和４８年法律第８２号。以下「法」という。） 

及び災害弔慰金の支給等に関する法律施行令（昭和４８年政令第３７４号。以下「令」という。）の規

定に準拠し、暴風、豪雨等の自然災害により死亡した町民の遺族に対する災害弔慰金の支給を

行い、自然災害により精神又は身体に著しい障害を受けた町民に災害障害見舞金の支給を行い、

並びに自然災害により被害を受けた世帯の世帯主に対する災害援護資金の貸付けを行い、もっ

て町民の福祉及び生活の安定に資することを目的とする。 
 （定義）                                                     
第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の定義は、それぞれ当該各号に掲げるところ

による。      
⑴ 災害 暴風、豪雨、豪雪、洪水、地震その他異常な自然現象により被害が生ずることをい

う。 
⑵ 町民 災害により被害を受けた当時この町の区域内に住所を有した者をいう。 

   第２章 災害弔慰金 
 （災害弔慰金の支給） 
第３条 町民が、令第１条に規定する災害又は宮崎県の災害弔慰金の補助対象となる災害（以下

この章及び次章において単に「災害」という。）により死亡したときは、その者の遺族に対し

災害弔慰金の支給を行うものとする。 
 （災害弔慰金を支給する遺族） 
第４条 災害弔慰金を支給する遺族の範囲は、法第３条第２項の遺族の範囲とし、その順位は次

に掲 げるとおりとする。                             
⑴ 死亡者の死亡当時において、死亡者により生計を主として維持していた遺族を先にし、そ

の他の遺族を後にする。 
⑵ 前号の場合において、同順位の遺族については、次に掲げる順位とする。 

  ア 配偶者 
  イ 子 
  ウ 父母 
  エ 孫 
  オ 祖父母 
２ 前項の場合において、同順位の父母については養父母を先にし、実父母を後にし、同順位の

祖父母については、養父母の父母を先にし、実父母の父母を後にし、父母の養父母を先にし、

実父母を後にする。       
３ 遺族が遠隔地にある場合その他の事情により、前２項の規定により難いときは、前２項の規

定にかかわらず、第１項の遺族のうち町長が適当と認める者に支給することができる。 
４ 前３項の場合において、災害弔慰金の支給を受けるべき同順位の遺族が２人以上あるときは、

その１人に対してした支給は全員に対しなされたものとみなす。       
 （災害弔慰金の額） 
第５条 災害により死亡した者１人当たりの災害弔慰金の額は、その死亡者が死亡当時において、

その死亡に関し災害弔慰金を受けることができることとなる者の生計を主として維持していた

場合にあっては５００万円とし、その他の場合にあっては２５０万円とする。ただし、死亡者

がその死亡に係る災害に関し既に次章に規定する災害障害見舞金の支給を受けている場合は、

これらの額から当該支給を受けた災害障害見舞金の額を控除した額とする。 
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 （死亡の推定） 
第６条 災害の際、現にその場にいあわせた者についての死亡の推定については、法第４条の規

定によるものとする。 
 （支給の制限） 
第７条 災害弔慰金は、次の各号に掲げる場合には支給しない。 

⑴ 当該死亡者の死亡が、その者の故意又は重大な過失により生じた者である場合 
⑵ 令第２条に規定する場合 
⑶ 災害に際し、町長の避難の指示に従わなかったことその他の特別の事情があるため、町長

が支給を不適当と認めた場合 
 （支給の手続き）                             
第８条 町長は、災害弔慰金の支給を行うべき事由があると認めるときは、規則で定めるところ

により支給を行うものとする。 
２ 町長は、災害弔慰金の支給に関し、遺族に対し必要な報告又は書類の提出を求めることがで

きる。 
   第３章 災害障害見舞金の支給 
 （災害障害見舞金の支給） 
第９条 町長は、町民が災害により負傷し、又は疾病にかかり、治ったとき（その症状が固定し

たときを含む。）に法別表に掲げる程度の障害があるときは、当該住民（以下「障害者」とい

う。）に対し、災害障害見舞金の支給を行うものとする。 
（災害障害見舞金の額） 
第１０条 障害者１人当たりの災害障害見舞金の額は、当該障害者が災害により負傷し、又は疾

病にかかった当時においてその属する世帯の生計を主として維持していた場合にあっては２５

０万円とし、その他の場合にあっては１２５万円とする。 
 （準用規定） 
第１１条 第７条及び第８条の規定は、災害障害見舞金について準用する。 
    第４章 災害援護資金の貸付け 
 （災害援護資金の貸付け） 
第１２条 町長は、令第３条に掲げる災害により、法第１０条第１項各号に掲げる被害を受けた

世帯の町民である世帯主に対し、その生活の立て直しに資するため、災害援護資金の貸し付け

を行うものとする。 
２ 前項に掲げる世帯は、その所得について法第１０条第１項に規定する要件に該当するもので

なければならない。 
（災害援護資金の限度額等） 
第１３条 災害援護資金の１災害における１世帯当たりの貸付限度額は災害による当該世帯の被

害の種類及び程度に応じ、それぞれ次の各号に掲げるとおりとする。 
⑴ 療養に要する期間がおおむね１月以上である世帯主の負傷（以下「世帯主の負傷」という。）   

があり、かつ、次のいずれかに該当する場合 
 

    ア 家財についての被害金額がその家財の価格のおおむね３分の１以上である損害（以下「家

財の損害」という。）及び住居の損害がない場合     １５０万円 
  イ 家財の損害があり、かつ、住居の損害がない場合    ２５０万円 
  ウ 住居が半壊した場合                 ２７０万円 
  エ 住居が全壊した場合                                  ３５０万円 

⑴ 世帯主の負傷がなく、かつ、次のいずれかに該当する場合 
ア 家財の損害があり、かつ、住居の被害がない場合    １５０万円 

   イ 住居が半壊した場合                 １７０万円 
  ウ 住居が全壊した場合（エの場合を除く。）       ２５０万円 
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  エ 住居の全体が滅失若しくは流失した場合        ３５０万円 

⑶ 第１号のウ又は前号のイ若しくはウにおいて、被災した住居を建て直すに際し、その住居

の残存部分を取り壊さざるを得ない場合等特別の事情がある場合には、「２７０万円」とあ

るのは「３５０万円」と、「１７０万円」とあるのは「２５０万円」と、「２５０万円」と

あるのは「３５０万円」と読み替えるものとする。 
２ 災害援護資金の償還期間は１０年とし、据置期間はそのうち３年（規則で定める場合は５年）

とする。 
（利率及び保証人） 

第１４条 災害援護資金は、無利子とする。 
２ 災害援護資金の貸付けを受けようとする者は、保証人を立てなければならない。 
３ 前項の保証人は、災害援護資金の貸付けを受けた者と連携して債務を負担するものとし、そ

の保証債務は、令第９条の違約金を包含するものとする。 
 （償還等） 
第１５条 災害援護資金は、年賦償還、半年賦償還又は月賦償還とする。 
２ 償還方法は、元利均等償還の方法とする。ただし、貸付金の貸付けを受けた者はいつでも繰

上償還をすることができる。 
３ 償還免除、一時償還、違約金及び償還金の支払猶予については、法第１３条第１項、令第８

条から第１１条までの規定によるものとする。 
    第５章 補則 
 （委任） 
第１６条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 
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○ 災害弔慰金の支給等に関する条例施行規則 
 
   第１章 総則 
 （目的） 
第１条 この規則は、災害弔慰金の支給等に関する条例（昭和４９年条例第１２号は、以下「条

例」という。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。 
   第２章 災害弔慰金の支給 
 （支給の手続） 
第２条 町長は、条例第３条の規定により災害弔慰金を支給するときは、次に掲げる事項の調査

を行ったうえ災害弔慰金の支給を行うものとする。 
⑴ 死亡者（行方不明者を含む。以下同じ。）の氏名、性別、生年月日 
⑵ 死亡（行方不明者を含む。）の生年月日及び死亡の状況 
⑶ 死亡者の遺族に関する事項 
⑷ 支給の制限に関する事項 
⑸ 前各号に掲げるもののほか、町長が必要と認める事項 

 （必要書類の提出） 
第３条 町長は、この町の区域外で死亡した町民の遺族に対し、死亡地の官公署の発行する被災

証明書を提出させるものとする。 
２ 町長は、町民でない遺族に対しては、遺族であることを証明する書類を提出させるものとす

る。 
   第３章 災害障害見舞金の支給 
 （支給の手続） 
第４条 町長は、条例第９条の規定により災害障害見舞金を支給するときは、次に掲げる事項の

調査を行ったうえ災害障害見舞金の支給を行うものとする。 
⑴ 障害者の氏名、性別、生年月日 
⑵ 障害の原因となる負傷又は疾病の状態となった年月日及び負傷又は疾病の状況 
⑶ 障害の種類及び程度に関する事項 
⑷ 支給の制限に関する事項 
⑸ 前各号に掲げるもののほか、町長が必要と認める事項 

 （必要書類の提出） 
第５条 町長は、この町の区域外で障害の原因となる負傷又は疾病の状態となった町民に対し、

負傷し、又は疾病にかかった地の官公署の発行する被災証明書を提出させるものとする。 
２ 町長は、障害者に対し、災害弔慰金の支給等に関する法律（昭和４８年法律第８２号）別表

に規定する障害を有することを証明する医師の診断書（別紙様式第１号）を提出させるものと

する。 
   第４章 災害援護資金の貸付け 
 （借入れの申込） 
第６条 災害援護資金（以下「資金」という。）の貸付けを受けようとする者（以下「借入申込

者」という。）は、次に掲げる事項を記載した借入申込書（様式第２号）を、町長に提出しな

ければならない。 
⑴ 借入申込書の住所、氏名及び生年月日 
⑵ 貸付けを受けようとする資金の金額、償還の期間及び方法 
⑶ 貸付けを受けようとする理由及び資金の使途についての計画 
⑷ 保証人となるべき者に関する事項 
⑸ 前各号に掲げるもののほか、町長が必要と認める事項 
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２ 借入申込書には次に掲げる書類を添えなければならない。 

⑴ 世帯主の負傷を理由とする借入申込書にあっては、医師の療養見込期間及び療養概算額を

記載した診断書 
⑵ 被害を受けた日の属する年の前半（当該被害を１月から５月までの間に受けた場合にあっ

ては前々年とする。以下この号において同じ。）において、他の市町村に居住していた借入

申込者にあっては、当該世帯の前年の所得に関する当該市町村長の証明書 
⑶ その他町長が必要と認めた書類 

３ 借入申込者は、借入申込者を、その者の被災の日の属する月の翌月１日から起算して３月を

経過する日までに提出しなければならない。 
 （調査） 
第７条 町長は、借入申込書の提出を受けたときは、速やかに、その内容を検討のうえ、当該世

帯の被害の状況、所得その他の必要な事項について調査を行うものとする。 
 （貸付けの決定） 
第８条 町長は、借入申込者に対して資金を貸付ける旨を決定したときは、貸付金の金額、償還

期間及び償還方法を記載した貸付決定通知書（様式第３号）を借入申込者に交付するものとす

る。 
２ 町長は、借入申込者に対して、資金を貸し付けない旨を決定したときは、貸付決定不承認通

知書（様式第４号）を借入申込者に通知するものとする。 
 （借用書の提出） 
第９条 貸付決定通知書の交付を受けた者は、速やかに、保証人の連署した借用書（様式第５号）

に、資金の貸付けを受けた者（以下「借受人」という。）及び保証人の印鑑証明書を添えて町

長に提出しなければならない。 
 （貸付金の交付） 
第１０条 町長は、前条の借用書と引換えに貸付金を交付するものとする。 
 （償還の完了） 
第１１条 町長は、借受人が貸付金の償還を完了したときは、当該借受人に係る借用書及びこれ

に添えられた印鑑証明書を遅滞なく返還するするものとする。 
 （繰上償還の申出） 
第１２条 繰上償還をしようとする者は、繰上償還申出書（様式第６号）を町長に提出するもの

とする。 
 （償還金の支払猶予） 
第１３条 借受人は、償還金の支払猶予を申請しようとするときは、支払猶予を受けようとする

理由、猶予期間その他町長が必要と認める事項を記載した申請書（様式第７号）を、町長に提

出しなければならない。 
２ 町長は、支払の猶予を認める旨を決定したときは、支払の猶予した期間その他町長が必要と

認める事項を記載した支払猶予承認書（様式第８号）を、当該借受人に交付するものとする。 
３ 町長は、支払の猶予を認めない旨の決定をしたときは、支払猶予不承認通知書（様式第９号）

を、当該借受人に交付するものとする。 
 （違約金の支払免除） 
第１４条 借受人は、違約金の支払免除を申請しようとするときは、その理由を記載した申請書

（様式第１０号）を町長に提出しなければならない。 
２ 町長は、違約金の支払免除を認める旨を決定したときは違約金の支払免除した期間及び支払

を免除した金額を記載した違約金支払免除承認書（様式第１１号）を、当該借受人に交付する

ものとする。 
３ 町長は、支払免除を認めない旨を決定したときは、違約金支払免除不承認通知書(様式第１２

号)を、当該借受人に交付するものとする 
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 （償還免除）  
第１５条 災害援護資金の償還未済額の全部又は一部の償還の免除を受けようとする者（以下「償

還免除申請者」という。）は、償還免除を受けようとする理由その他町長が必要と認める事項

を記載 した申請書（様式第１３号）を、町長に提出しなければならない。 
２ 前項の申請書には、次の各号に掲げるいずれかの書類を添えなければならない。 

⑴ 借受人の死亡を証する書類 
⑵ 借受人が精神若しくは身体に著しい障害を受けて貸付金を償還することができなくなった

ことを証する書類 
３ 町長は、償還の免除を認める旨を決定したときは、償還免除承認通知書（様式第１４号）を、

当該償還免除申請者に交付するものとする。 
４ 町長は、償還の免除を認めない旨を決定したときは、償還免除不承認通知書（様式第１５号）

を、当該償還免除申請者に交付するものとする。 
 （督促） 
第１６条 町長は、償還金を納付期限までに納入しない者があるときは、督促状を発行するもの

とする。 
 （氏名又は住所の変更届等） 
第１７条 借受人又は保証人について氏名又は住所の変更等借用書に記載した事項に異同を生じ

たときは、借受人は速やかに、その旨を町長に氏名等変更届（様式第１６号）を提出しなけれ

ばならない。ただし、借受人が死亡したときは、同居の親族又は保証人が代ってその旨を届け

出るものとする。 
    第５章 補則 
第１８条 この規則に定めるもののほか、災害弔慰金及び災害障害見舞金の支給並びに災害援護

資金の貸付けの手続きについて必要な事項は別に定める。   
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様式第１号 

診     断     書 

氏      名  生年月日 年   月   日 性別 男・女 

傷  病  名  負傷発病年月日 年   月   日 

障害の部位  初 診 年 月 日 年   月   日 

既  往  症  既存障害  治 ゆ 年 月 日 年   月   日 

療

養

の

内

容

及

び

経

過 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

障

害

の

状

態

の

詳

細 

（図で示すことができるものは図解すること） 

 

 

 

 

 

 

 

 

間

接

運

動

範

囲 

 

                              種類範囲 

 部位 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 右         

 左         

 

 

 右         

 左         

 

 

 右         

 左         

 

 上記のとおり診断します。                                                        局 

                                              郵便番号     電話番号        番 

                                病院又は   所在地 

                                   診療所の   名 称 

 

        年   月   日 

                                        診療担当者 

                                        氏   名                             ㊞ 
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様式第３号（第８条関係） 

 

第    号  

          年   月   日 

 

                                                高千穂町長                         ㊞ 

 

                              様 

 

災害援護資金貸付決定通知書 

 

         年  月  日お申込みになりました災害援護資金は、下記のとおり貸付けを決定い

たしましたのでお知らせいたします。 

 

 

記 

貸付番号          第    号 

 

貸付金額                                円 

 

据置期間        年  月   日から     年   月   日まで 

 

償還期間        年  月   日から     年   月   日まで    

 

償還方法     年 賦   半年賦   月賦 

 

利  子          無利子 

 

資金をお渡しする日と手続きについて 

 

１ 貸付金交付日     年  月  日 

 

２ 場    所    

 

３ ご持参なさるもの 

（１）この通知書 

（２）同封の借用書 

（３）あなたの印鑑 

（４）あなたと保証人の印鑑証明書各１通 
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様式第４号（第８条関係） 

 

第    号  

 

            年   月   日 

 

                                                高千穂町長                        ㊞ 

 

                              様 

 

災害援護資金貸付不承認決定通知書 

 

         年   月   日お申込みになりました災害援護資金は次の理由で不承認となり

ましたのでお知らせいたします。 

（不承認の理由） 

 

 

 

 

 

様式第５号（第９条関係） 

  貸付決定番号    号    

 

災 害 援 護 資 金 借 用 書 

 

 借用金額                     円 

 利  子       無利子 

 据置期間              年  月  日から    年  月  日まで 

 償還期間              年  月  日から    年  月  日まで  

 償還方法   年賦・半年賦・月賦 

 

 上記のとおり借用いたします。 

 

 ついては、災害弔慰金の支給等に関する法律及びこれに基づく命令等のの定めるところに誠

実に従い、相違なく償還いたします。 

 

            年  月  日 

 

                                 住   所 

                                 借受人氏名                                  ㊞ 

 

                                 住   所 

                                 保証人氏名                                  ㊞ 
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様式第６号（第１２条関係） 

 

 

繰 上 償 還 申 出 書 

 

下記のとおり災害援護資金の繰上償還を行います。 

 

           年   月   日 

 

 

                                             借受人住所 

                                                   氏名                          ㊞ 

 

  高千穂町長             様 

 

 

 

記 

 

 

 

貸付番号 

 

借受人氏名 

 

貸付けを受けた日 

 

貸付けを受けた金額 

 

償還期限 

 

償還金額 

 

償還未済額 

 

繰上償還をする日 

 

繰上償還をする金額 
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様式第７号（第１３条関係） 

 

 

償 還 金 支 払 猶 予 申 請 書 

 

 

下記のとおり償還金の支払猶予を申請いたします。 

 

           年   月   日 

 

 

                                         借 受 人 住所 

                                                     氏名                          ㊞ 

 

                                         連帯保証人 住所 

                                                     氏名                          ㊞ 

 

 

  高千穂町長    様 

 

 

申請の理由 

(具体的に) 

 

 

 

貸付の条件 

借入金額 
                     円 

 
貸付番号  

 

据置期間 １  ３年 

２  ５年 
希望猶予 

期 間 等 

                    ヵ月 

ただし 

   年   月   日 

    第   回償還以降 償還方法 
１  年 賦 

２  半年賦 

３  月 賦 

償還期間       年  月  日から 

       年  月  日まで 

変更後の 

償還期間 

     年    月   日から 

     年   月   日まで 

支払猶予期

間 の 根 拠 

（変更後の償還期日に支払が可能と認められる具体的な理由） 
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様式第８号（第１３条関係） 

 

第        号 

               年   月   日 

 

 

                                                    高千穂町長          ㊞ 

 

                                   様 

 

支 払 猶 予 承 認 通 知 書 

 

          年  月  日申出のあった償還金の支払猶予については、次のとおり承認となっ

たのでお知らせいたします。 

 

 支払猶予承認期間     年  月  日から    ヵ月 

変更後の償還期間     年  月  日から     年  月  日まで 

 

 

 

 

 

 

様式第９号（第１３条関係） 

 

第        号 

              年   月   日 

 

 

                                                    高千穂町長          ㊞ 

 

                                様 

 

支 払 猶 予 不 承 認 通 知 書 

 

          年     月  日申出がありました償還金の支払猶予につきましては、次の理由で不

承認となりましたので、当初の計画により償還されるようお願いいたします。 

  （不承認の理由） 
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様式第１０号（第１４条関係） 

 

 

違 約 金 支 払 免 除 申 請 書 

 

 

下記のとおり違約金の支払免除を申請します。 

 

             年  月  日 

 

 

                                           仮 受 人 住所 

                                                       氏名                         ㊞ 

 

                                           連帯保証人 住所 

                                                       氏名                         ㊞ 

 

 

    高千穂町長     様 

 

 

記 

 

 

貸 付 番 号  

支払免除を申請する違約金の金額 円   

内 

 

容 

回  数 期    別 元    金 利  子 申請日までの違約金 

 

年  月期 

    

違約金の支払免除を要する具体的な理由  
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様式第１１号（第１４条関係） 

 

第    号  

           年  月  日 

 

                                                 高千穂町長                       ㊞ 

 

                               様 

 

違 約 金 支 払 免 除 承 認 通 知 書 

 

           年  月  日に申出のありました違約金の支払免除につきましては下記のとお

り承認されましたのでお知らせいたします。 

 

記 

 

     年  月  日償還予定の第  回償還元金     円に係る        年  月   

日における違約金            円の支払を免除いたします。 

 

 

 

 

 

 

様式第１２号（第１４条関係） 

 

第    号 

年   月   日  

 

                                                    高千穂町長                      ㊞ 

 

                               様 

 

違 約 金 支 払 免 除 不 承 認 通 知 書 

 

           年   月   日に申出のありました違約金の支払免除につきましては、次の理

由で不承認となりましたのでお知らせいたします。 

  （理由） 

 

 

 なお、あなたの     年  月  日償還予定の第   回償還金（元利合計            円）

に係る違約金は      年  月  日現在             円となっておりますので至急償還を願

います。 
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様式第１３号（第１５条関係） 

 

災 害 援 護 資 金 償 還 免 除 申 請 書 

 

貸 付 番 号  

借受人氏名  

 

貸付けを 

受けた日 

年  月  日 

年  月  日 

貸付金額 

 
円 

償 還 方 法 年賦・半年賦・ 

月賦 償還期限 年    月    日 償還金額 

 
円 

免除申請額 円 （償還未済額の 全  部 

一部で 
円） 

免除申請理由及び 

理由発生年月日又 

は理由継続期間 

 

 

 

免 

除 

申 

請 

者 

フリガナ  

男 ・ 女 年    月    日生 
氏 名  

現住所  

本 籍  

借受人との関係  職 業  

勤務先及び所在地  

借そ

受の 

人相

又続 

は人 

フリガナ  

男 ・ 女  
氏  名  

現 住 所  
借受人との 

続   柄 
 

職  業  

 

勤務先及び 

所 在 地 
 

保 

 

証 

 

人 

フリガナ  

男 ・ 女 年    月    日生 
氏  名  

現 住 所  
借受人との 

関   係 
 

職  業  
勤務先及び 

所 在 地 
 

上記のとおり災害援護資金の償還を免除されたく申請します。 

年  月  日 

免除申請者                           ㊞ 

 

高千穂町長    様 
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様式第１４号（第１５条関係） 

第     号 

        年  月  日   

                                          高千穂町長                  ㊞ 

           様 

 

災害援護資金償還免除承認通知書 

 

     年  月  日申出のあった災害援護資金の償還免除については、次のとおり行う

ことになりましたのでお知らせいたします。 

（承認内容） 

全部免除・一部免除 

申請日現在の償還未済額 
 
 
 
償還を免除した額 
申請日現在の状況で今後償還を必要とする額 

元 金        円 
利 子        円 
違約金        円 
合 計        円 
元 金               円 
利 子      無利子 
違約金        円 
合 計        円 

 

 償還未済額がある場合は、定められた償還期間経過にとり、償還未済額につき年５％の率で 

違約金がさらに加算されます。 

 
 
 

 

様式第１５号（第１５条関係） 

第     号 

             年  月  日 

                                                       高千穂町長         ㊞ 

                       様 

 

災害援護資金償還免除不承認通知書 

 

             年  月  日申出のあった災害援護資金の償還免除については、次の理由で不

承認となりましたのでお知らせいたします。 

（不承認の理由） 

 なお、申請日現在の状況で今後償還を必要とする額は次のとおりとなっており、償還未済額

がある場合は、定められた償還期間経過により、償還未済額につき年５％の率で違約金がさら

に加算されます。 

                                                        元 金         円 

                                                        利 子       無利子 

                                                        違約金         円 

                                                        合 計         円 
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様式第１６号（第１７条関係） 

 

氏 名 等 変 更 届 

 

貸 付 番 号 

借 受 人 氏 名  住 所  

連帯保証人 氏 名  住 所  

○で囲むこと 

１ 住所変更 

２ 改姓又は改名 

３ 死亡又は行方不明 

４ その他 

（異動の内容） 

 

 

 

 

 

 災害援護資金を借用中のところ、上記のとおり異動いたしましたのでお届けいたします。 

 

              年  月  日 

 

                                          借受人（又は同居の親族） 

 

                                              住 所 

 

                                              氏 名                        ㊞ 

 

                                          連帯保証人 

 

                                              住 所 

 

                                              氏 名                        ㊞ 

 

    高千穂町長      様 
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（参考）第２条の調査事項 

 

災 害 弔 慰 金 支 給 調 査 票 

 

決定番号 
 

死

亡

に

関

す

る

事

項 

フ  リ  ガ  ナ  

男 ・ 女 年   月   日生 
氏  名  

死 亡 し た

年 月 日 
年   月   日 住  所  

死 亡 の 状 況 

(行方不明) 
災害名  死亡した場所  

 

遺

族

に

関

す

る

事

項 

 

死者との続柄 氏    名 住     所 備     考 

    

    

    

    

    

    

    

    

支

給

に

関

す

る

事

項 

 

支  給  日 年  月  日 支給場所  

災 害 弔 慰 金 

を 支 給 し た 

遺族について 

氏     名 続  柄 支  給  金  額 

  円  

住 所  

先 順 位 者 

の 有 無 
有 ・ 無 同 順 位 者 

の 有 無 
有 ・ 無 

先順位者又は他の 

同順位者に支給し 

なかった理由 

 

支 給 制 限 

事由に該当 

の 有 無 

有（その事由） 

 無 

備  

考 

 

支給した職員  
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第 2 編第 4 章第 4 節関係 高千穂町災害見舞金支給規定 

 
 
 

○ 高千穂町災害見舞金支給規程 

 

 高千穂町災害見舞金支給規程（昭和４６年規程第４号）を次のとおり全部改正する。 

 （目的） 

第１条 この規程は、本町の住民が地震、火災、風水害その他の災害（以下「災害」という。）によ

り被害を受けたときに見舞金を贈り、り災者に対する傷心の慰問を行うことを目的とする。 

 （適用の基準） 

第２条 この規程による見舞金は、別表第１に掲げる認定基準により認定された被害のうち、次の各

号に掲げる被害を受けた世帯に対し支給する。 

⑴ 住家及び畜舎の全焼、全壊、流出を生じたとき。 

⑵ 住家の半焼、半壊又は床上浸水等により日常生活を営むのに著しい支障を生じたとき。 

⑶ 前２号に準ずるとき。 

⑷ 死亡又は行方不明者が発生したとき。 

 （見舞金の額） 

第３条 前条第１項第１号から第３号に係る見舞金の額は、別表第２に掲げる額の範囲内で支給す

る。 

２ 前条第１項第４号に係る見舞金の額は、別表第３に掲げる額の範囲内で支給する。 

３ 見舞金の支給順位は、災害弔慰金支給等に関する条例（昭和４９年条例第１２号。以下「条例」

という。）第４条の規定によるものとする。 

第 4 条 見舞金は、次に掲げる場合には支給しない。 

⑴ 条例第 3 条に規定する災害弔慰金の支給があるとき。 

⑵ 災害の原因が、故意又は重大な過失によるとき。 

 （準用） 

第５条 この規程に定めのない事態について町長が特に必要と認めたときは、前条の範囲を超えて見

舞金を支給することができる。 

２ 町長は、見舞金を支給される世帯、遺族又は死亡者等が、町に納めるべき税金、使用料及び手数

料等を滞納しているときは、支給する見舞金から納付させることができる。 
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第 2 編第 4 章第 4 節関係 高千穂町災害見舞金支給規定 

 
 
 

別表第１（第２条関係） 

被 害 区 分 認     定     基     準 

死     者  当該災害が原因で死亡し、死体を確認したもの又は死体を確認することが

できないが、死亡したしたことが確実なものとすること。 

行 方 不 明 
 当該災害が原因で所在不明となり、かつ、死亡の疑いのあるものとするこ

と。 

負     傷  災害のため負傷し、医師の治療を受ける必要のあるものとすること。 

重 傷・軽 傷   重傷とは１月以上の治療を要する見込みのものとし、軽傷とは１月未満で

治療できる見込みのものとする。 

住     家  現実に居住のため使用している建物をいう。 

世     帯 

 生活を１にしている実際の生活単位をいう。したがって同一家屋内の親子

・夫婦であっても生活の実態が別々であれば２世帯となる。また主として学

生等を宿泊させている寄宿舎、下宿その他これらに類する施設に宿泊するも

ので、共同生活を営んでいるものについては原則としてその寄宿舎等を１世

帯として取り扱う。 

全     壊 

(全流出・全埋没・

全焼失を含む) 

 住家が滅失したもので、具体的には住家の損壊、焼失又は流失した部分の

床面積がその住家の延床面積の７０％以上に達した程度のもの、又は住家の

主要構造部の被害額がその住家の時価の５０％以上に達したものとするこ

と。 

半     壊 

(半流失・半埋没・

半焼失を含む) 

 住家の損壊がはなはだしいが補修すれば元どおりに再使用できる程度の

もの、具体的には損壊部分がその住家の延床面積の２０％以上７０％未満の

もの、又は住家の主要構造部の被害額がその住家の時価２０％以上５０％未

満のものとすること。 

一 部 破 損  住家の損壊程度が半壊に達しない程度のものとすること。 

床 上 浸 水  浸水がその住宅の床上以上に達した程度のもの、又は土砂の堆積等によ

り、一時的に居住することができない状態となったものとすること。 

床 上 浸 水  浸水がその住家の床上以上に達しない程度のものとすること。 

非  住  家  住家以外の建物をいう。 

棟（むね） 

 １つの独立した建築物をいう。なお、主家に付着している風呂場便所等は

主家に含めて１棟とするが、２つ以上の棟が渡り廊下等で接続している場合

には２棟とすること。 

畜  舎  等  畜舎等とは、災害時において現に家畜（牛舎・豚舎・鶏舎を含む）を飼育

し、生計を営んでいたことが認められるものであること。 
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第 2 編第 4 章第 4 節関係 高千穂町災害見舞金支給規定 

 

 

 

 別表第２（第３条関係） 

 

  

 別表第３（第３条関係） 

 

 

  

住      家 畜 舎 等 

       世帯人員 

 

区 分 

２人 世 帯 ま で ３人 世 帯 ま で  

全  焼 

全  壊 

流  失 

金額 100,000 円以内 
左の金額に、1 人増す毎に 10,000

円以内を加えた額とする。 
100,000 円以内 

半  焼 

半  壊 

床上浸水 

金額 50,000 円以内 
左の金額に、1 人増す毎に 50,000

円以内を加えた額とする。 
50,000 円以内 

(注) 

⑴ 同一世帯における住家・畜舎の見舞金は、住家の基準により 1 件として支給する。 

⑵ 半焼、半壊、床上浸水等に対する見舞金は、全焼、全壊、流失の半額以内とする。 

区    分 金  額 

死亡者等と見舞金を支給される遺族が同居していたとき(見舞金

を支給される遺族が、別居であって死亡者等に扶養されていた場

合を含む。)。 

死亡者又は行方不明者 1 名

につき 1,000,000 円以内 

死亡者等と見舞金を支給される遺族が、別居であって町内に居住

しているとき。 

死亡者又は行方不明者 1 名

につき 100,000 円以内 

死亡者等と見舞金を支給される遺族が、別居であって町外に居住

しているとき。 

死亡者又は行方不明者 1 名

につき 50,000 円以内 

(注) 死亡・行方不明者に対する災害見舞金を支給する遺族の範囲は、災害弔慰金の支給等に

関する条例第 4 条に準ずる。 
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高千穂町内の危険物施設 

名    称 所 在 地 貯   蔵   物 電話番号 

高千穂町 

 町立病院 

武道館 

   自然休養村管理センター 

  コミュニティーセンター 

高千穂の湯 

温水プール 

 

大字 三田井 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

 

 重油 

灯油 

  灯油 

  灯油 

 灯油 

 重油 

 

73-1700 

72-4723 

 72-2777 

 72-6139 

 72-7777 

 72-3181 

高千穂地区農協 

    たかちほ給油所 

   ＪＡ農機センター 

    岩 戸 給 油 所 

    玄武山給油所 

 

 大字 三田井 

〃 

大字 岩 戸 

 大字 田 原 

 

 ガソリン・灯油・軽油・重油 

灯油・重油 

  ガソリン・灯油・軽油 

  ガソリン・灯油・軽油 

 

 73-1107 

 

73-2052 

 82-2320 

 タ カ チ ホ 鉱 油 

 小 手 川 石 油 店 

 高千穂新光石油 

 ワ イ エ ス 石 油 

 竹 尾 石 油 店 

 藤 木 石 油 店 

 大字 三田井 

〃 

〃 

〃 

 大字 岩 戸 

 大字  上 野 

  ガソリン・灯油・軽油・重油 

  ガソリン・灯油・軽油・重油 

  ガソリン・灯油・軽油・重油 

  ガソリン・灯油・軽油・重油 

  ガソリン・灯油・軽油 

  ガソリン・灯油・軽油 

 72-3316 

 72-3918 

 72-3131 

 72-7234 

 74-8531 

 77-1026 

 ﾎｰﾑﾜｲﾄﾞ高千穂店 

国民宿舎ﾎﾃﾙ高千穂 

高千穂生コン 

 たばこ耕作組合 

 ＮＴＴ西日本 

 国見ヶ丘病院 

 神楽酒造 

 かどや食品 

 工藤興業 

 雲居都荘 

 大字 三田井 

〃 

〃 

〃 

〃 

大字 押 方 

 大字  岩 戸 

〃 

 大字 上 野 

〃 

灯油 

 重油 

  軽油 

  灯油 

  軽油 

  灯油 

 灯油 

  軽油 

  軽油 

 重油 

72-5522 

 72-3255 

 72-3211 

－ 

－ 

 72-3151 

 76-1111 

 74-8240 

 77-1144 

 77-1034 

 佐藤銃砲火薬店  大字 三田井   火薬類  72-2505 
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高千穂町が締結している災害時応援協定等一覧

No 協定名称 協定締結先 備　　考

1 消防相互応援協定 熊本県高森町（消防団） 県境での消防活動

2 消防相互応援協定 竹田広域消防組合 県境での消防活動

3
消防相互応援協定に関する覚
書

竹田広域消防本部

4
災害時における災害警備活動
の拠点提供に関する覚書

高千穂警察署

5
高千穂町における大規模な災
害時の応援に関する協定

国土交通省九州地方整備局

6
災害応急対策に必要な用水の
確保に関する協定

日之影町、五ヶ瀬町、西臼杵
生コン事業協同組合

生活用水、消防用水
の確保

7 災害対策の支援に関する協定
日之影町、五ヶ瀬町、高千穂
地区建設業協会

応急復旧、資機材の
確保等

8
災害時における要援護者の避
難に関する協定

特別養護老人ホーム雲居都
荘、有限会社サンルーム九
州、高千穂町社会福祉協議会

要配慮者の避難所と
しての施設利用及び
施設までの移送

9
災害時におけるLPガス供給活
動に関する協定

宮崎県エルピーガス協会西臼
杵支部

避難場所での炊き出
しや暖房のためのLP
ガス供給

10
災害時における特設公衆電話
の設置・利用に関する協定

西日本電信電話株式会社宮崎
支店

11 災害復旧に関する覚書
九州電力送配電株式会社延岡
配電事業所

電力の早期復旧

12
熊本・宮崎県境災害時におけ
る相互応援及び相互協力に関
する協定

熊本県高森町・山都町、五ヶ
瀬町

13
大規模災害時における相互応
援協定

大分県佐伯市・竹田市・豊後
大野市、延岡市、日之影町、
五ヶ瀬町
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宮崎県が締結している協定等一覧

No 協定名称 協定締結先 備　　考

1 九州・山口９県災害時相互応援 九州８県、山口県

2 宮崎県市町村相互応援協定 県内市町村

3 宮崎県消防相互応援協定 県内市町村及び消防本部等

4
全国都道府県における災害時の広域応
援に関する協定

都道府県

5
災害時における交通誘導業務等に関す
る協定

社団法人宮崎県警備業協会
被災地での交通誘導、
警戒等

6
災害時における応急用及び災害救助用
米穀の緊急引渡に関する協定

宮崎食糧事務所

7
災害基本法に基づく放送要請に関する
協定

ＮＨＫ宮崎放送局、㈱宮崎
放送局、㈱テレビ宮崎、㈱
エフエム宮崎

8 災害時における報道要請に関する協定 ９新聞社

9 災害時における医療救護に関する協定 宮崎県医師会

10
災害時における柔道整復師支援活動に
関する協定

宮崎県柔道整復師会

11 災害応急対策に必要な緊急輸送の確保 宮崎県トラック協会

12
災害時における一般廃棄物の収集運搬
等に関する協定

宮崎県環境保全事業連合会

13 災害時における廃棄物の処理等 宮崎県産業廃棄部協会

14
災害時における応急仮設住宅の建設に
関する協定

プレハブ建築協会

15
災害時における建築物の応急対策に関
する協定

宮崎県建築協会

16 災害時における電気設備に関する協定 宮崎県電業協会

17
災害応急対策に必要な用水の確保に関
する協定

宮崎県コンクリート協同組
合連合会

18
災害時における飲料水調達業務に関す
る協定

南九州コカ・コーラボトリ
ング㈱、南九州ペプシコー
ラ販売㈱

19
災害時における物資の調達に関する協
定

㈱ローソン

20
災害時における物資等の総合的支援体
制に関する協定

伊藤忠商事㈱、㈱南九州
ファミリーマート、伊藤忠
エネクス㈱、㈱エコア

21
災害時における総合的支援に関する協
定

宮崎県石油商業組合 燃料供給

22
災害時におけるＬＰガスの調達に関す
る協定

宮崎県エルピーガス協会 ガス供給

23
大規模災害時における応急対策業務等
に関する基本協定

宮崎県建設業協会

24
災害時における被害状況調査の応援協
力に関する基本協定

宮崎県測量設計業協会

25
災害時における水道の応急対策に関す
る協定

宮崎県管工事協同組合連合
会
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宮崎県市町村防災相互応援協定 

 

 

     宮崎県市町村防災相互応援協定 

 

 （趣旨） 

第１条 この協定は、災害対策基本法〔昭和３６年法律第２２３号。以下「法」という。）第

６７条第１項の規定の趣旨に基づき、県内において大規模な災害が発生し、被災市町村独自

では十分な応急措置が実施できないときに、円滑に市町村間相互の応援を行うために、必要

な事項について定めるものとする。 

 （定義） 

第２条 この協定において、災害とは、法第２条第１号に定める災害をいう。 

 （連絡窓口） 

第３条 市町村は、あらかじめ相互応援に関する連絡担当部局を定め、災害が発生したときに

は、速やかに必要な情報を相互に伝達するものとする。 

 （応援項目） 

第４条 応援項目は、次に掲げるとおりとする。 

⑴ 災害応急措置に必要な職員の派遣 

⑵ 食料品、飲料水及び生活必需品の提供 

⑶ 避難及び収容施設並びに住宅の提供 

⑷ 医療及び防疫に必要な資機材及び物資の提供 

⑸ 遺体の火葬のための施設の提供 

⑹ ごみ及びし尿の処理のための装備及び施設の提供 

⑺ 災害応急措置に必要な車輌及び資機材の提供 

⑻ ボランティア団体の受付及び活動調整 

⑼ その他応援のため必要な事項 

 （応援要請の手続き） 

第５条 被災市町村の長は、応援を要請しようとするときは、次に掲げる事項を明らかにして、

口頭により行い、事後において速やかに文書を提出するものとする。 

⑴ 被害及び被害が予想される状況 

⑵ 前条に掲げる応援項目の種類及び内容 

⑶ 応援を希望する期間 

⑷ その他必要な事項 

 （応援の実施） 

第６条 応援を要請された市町村長は、あらゆる手段を講じ、応援に努めるものとする。 

２ 被災市町村以外の市町村の長は、災害の実態に照らし、特に緊急を要し、被災市町村の長

が前条に定める要請ができないと判断される場合には、県消防防災課と協議の上、同条の要

請を待たないで、必要な応援を行うことができるものとする。この場合には、同条の応援要

請があったものとみなす。 

 （応援部隊の指揮） 

第７条 応援部隊は、応援を要請した市町村長の指揮の下に行動するものとする。 

 （経費負担） 

第８条 応援に要した経費は、応援を受けた市町村の負担とする。ただし、特段の事情がある

場合は、当事者間の協議によるものとする。 

 （平常時の任務） 

第９条 この協定に基づく応援が円滑に行われるように、各市町村は、自らの応援能力等を正

確に把握するものとする。 

２ 前項の規定による応援能力を相互に把握するため、年１回以上、連絡会を開催して応援に
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必要な情報の交換をするものとする。 

 （他の協定との関係） 

第１０条 この協定は、市町村が別に消防組織法の規定に基づき締結した消防相互応援等その

他の協定を排除するものではない。  

 （その他） 

第１１条 この協定の実施に関し必要な事項又はこの協定に定めのない事項については、市町

村が協議して定めるものとする。  

 （効力発生の時期） 

第１２条 この協定は、平成８年９月１日から効力を生じる。 

 

 この協定の締結を証するため、本書４４通を作成し、記名押印の上、各１通をほゆうするも

のとする。 

 

    平成８年８月２９日 

記名押印 〔略〕 

  



資料編 

p. 47 

宮崎県消防相互応援協定書 

 

 

宮崎県消防相互応援協定書 

 

 消防組織法（昭和２２年法律第２２６号）第２１条の規定に基づき、宮崎県内の市町村（消

防の事務を処理する一部事務組合を含む。以下同じ。）は、消防の相互応援に関して次のとお

り協定する。 

 

  （目的） 

第１条 この協定は、県内において市町村単独では対応することのできない大規模・特殊災害

（以下「災害」という。）が発生した場合に、相互の消防力を活用して災害による被害を最

小限に防止することを目的とする。 

  （応援業務の範囲） 

第２条 この協定における応援業務の範囲は、消防組織法第１条に規定する消防の任務とす

る。 

 （応援出動） 

第３条 応援出動は、災害発生地の市町村の長の要請に基づいて行うものとする。ただし、緊

急を要する場合については、災害を覚知した市町村の長の判断により要請を待たずに応援出

動することができるものとする。 

 （応援要請の方法） 

第４条 応援の要請は、災害の発生した市町村の長から電話その他の方法により、次の事項を

明らかにして要請し、事後において速やかに文書を提出するものとする。 

⑴ 災害等の状況 

⑵ 応援を要する人員及び機械器具等の種別数量 

⑶ その他必要な事項 

 （応援人員の派遣） 

第５条 前条の規定により、応援の要請を受けた市町村の長は、管轄する区域における業務

に支障のない限り、応援のための人員等（以下「応援隊」という。）を派遣しなければな

らない。 

なお、応援隊の派遣が困難な場合は、直ちに要請側の市町村の長に通知するものとす

る。 

 （応援の指揮） 

第６条 応援隊の指揮は、要請側の市町村の長又は消防長若しくは消防団長が行うものとす

る。 

２ 指揮は、応援隊の長に対して行うものとする。ただし、緊急を要するときは、直接応援隊

の隊員に命令するすることができる。  

 （報告） 

第７条 応援隊の長は、次に掲げるときは、第６条に規定する指揮者に報告しなければならな

い。 

⑴ 応援隊が災害発生地に到着したとき 

⑵ 応援隊が災害発生地から引揚げるとき 

２ 応援隊の長は、随時、指揮者に対し応援隊の活動状況について報告するものとする。 

 （費用の負担） 

第８条 応援出動に要した費用は、原則として応援側市町村の負担とする。ただし、応援隊の

故意又は過失によらない事故等が発生した場合、又は多額の費用を要した場合等は、要請側

及び応援側市町村両者の協議による。 
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 （補則） 

第９条 この協定は、市町村の協議により改定することができる。 

２ この協定の実施に関し必要な事項は、市町村の消防長及び消防本部を置かない町村にあっ

てはその長から委任を受けた者又は消防団長が協議の上別に定める。 

   附 則 

１ この協定は、平成７年６月１９日から効力を生じる。 

２ 宮崎県市町村消防相互応援協定（昭和４２年９月１１日締結）は、廃棄する。 

 

 この協定の締結を証するため、本書４７通を作成し、各自記名押印のうえ各自１通を保有す

るものとする。 

 

  平成７年６月１９日 

記名押印 〔略〕 
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